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６障がい福祉計画  

６-１障がい福祉計画の概要 

 障がい福祉計画は、障がい者自立支援法第 88 条の規定により、本町における障害福祉サ

ービス・地域生活支援事業等のサービス見込量及びサービス提供体制に係る内容を定めるも

のです。 

図表 1 障がい福祉計画において対象とするサービス・支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■障害福祉サービス：障害者自立支援法 

 
■介護給付 

・居宅介護 

・重度訪問介護 

・行動援護 

・同行援護 

・重度障害者包括支援 

・短期入所（ショートステイ） 

・療養介護 

・生活介護 

・施設入所支援 

・共同生活介護 

地域生活支援事業 

・相談支援     ・成年後見制度利用支援 ・コミュニケーション支援 

・日常生活用具   ・移動支援       ・地域活動支援センター 

・その他の日常生活又は社会的支援 

■訓練等給付 

・自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

・就労移行支援 

・就労継続支援（A 型、B 型） 

・共同生活援助（グループホーム 

■自立支援医療費 

○ ■補装具費 

○ 

■相談支援 

・計画相談支援 

・地域相談支援 

 （地域移行支援・地域定着支援） 

■障がい児サービス 障がい児通所支援：児童福祉法 

・児童発達支援    ・放課後等デイサービス 

・医療型児童発達支援 ・保育所等訪問支援 

障害児 

相談支援 

障がいのある人 
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６-１-１自立支援給付 

 自立支援給付はそれぞれの利用者に対し、自立した日常生活や社会生活が営めるよう、介

護サービスや外出等の支援、日常生活や就労に必要な訓練、障がいの慧眼に必要な医療費・

補装具費等の支給を行なうものです。主な給付には下記のようなものがあります。 

図表 2 主な自立支援給付 

支援種別 給付種別 サービス名 概要 

自立支援
給付 

介護給付 

居宅介護（ホームヘルプ） 食事や入浴等の身体介護を障がい者の居宅で提
供します。 
 

重度訪問介護 常時介護を必要とする障がい者に対し、身体介
護・家事援助・コミュニケーション支援・移動時
の介護等を総合的に提供します。 

同行援護 重度視覚障がい者の移動支援を行ないます。 

行動援護 知的障がい者（児）や重度の精神障がい者の外出
時の介護や行動障害に対する援護を行ないます。 

療養介護 常時介護を必要とする人のうち、医療的ケアが必
要な人に対し、主に昼間に病院や施設で機能訓練
や療養管理等のサービスを提供します。 

生活介護 主に昼間に支援施設での介護のほか、創作活動や
生産活動の機会を提供します。 

児童デイサービス 療育の観点から個別指導、集団療育を行なう必要
がある障がいのある児童を対象に、基本的な生活
動作の指導や集団生活への適応訓練などを行な
います。 

施設入所支援 施設に入所している人に対し、主にの夜間の介護
を提供します。 

短期入所 介護者が病気等で一時的に介護できなくなった
場合に、障がい者を一時的に入所施設等に入所さ
せ、介護を提供します。 

訓練等 

給付 

 

居住支援(共同生活援助) いわゆるグループホームと呼ばれる施設におい
て、障がいのある人が共同生活を営み、その日常
生活の援助や相談等のサービスを提供します。 

自立訓練給付（機能訓練、
生活訓練） 

地域生活への移行に必要な身体機能の維持・回
復・向上のためにリハビリ等のサービスを提供す
る機能訓練と、知的障がい者や精神障がい者を対
象として一条生活上必要な食事や家事等の訓練
を行なう生活訓練からなります。 

就労移行支援 65 歳未満の就労を希望する障がい者に対し、事業
所での作業や実習などを通じて知識や能力の向
上を図ります。 

就労継続支援 一般の事業所への就労が難しい障がい者に対し、
就労の機会を提供します。雇用契約を結ぶ A型と
非雇用型の B型があります。 

自立支援医療費 

障がいのある人が、心身の障がいの状態の軽減を
図るために、必要な医療を受ける際の医療費につ
いて、自立支援医療費を支給します。利用者負担
は最大で医療費の 1割となっています。 

補装具費 
車いすや技師などの補装具の購入費や修理費を
支給します。 

※このほか、計画相談支援、地域相談支援、高額障害福祉サービス費、特定障害者特別給付費・特例特定障害者特別給付

費、療養介護医療費・基準該当療養介護医療費などがあります。  
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６-１-２地域生活支援事業 

 地域生活支援事業とは、障がいのある人が住む地域や利用者の状況に応じ、日常生活や社

会生活の自立を支援するために実施する事業です。 

 地域生活支援事業は、必ず実施すべき「必須事業」と市町村の状況に応じて自治体の判断

により実施する「任意事業」があります。必須事業には、相談・情報提供、手話通訳者の派

遣等コミュニケーションの確保に関わる事業、日常生活用具の給付・貸与、障がい者の移動

支援、創作・就労等の活動支援などがあります。 

図表 3 主な地域生活支援事業 

支援種別 
事業種別

1 
事業種別 2 概要 

地域生活
支援事業 

相談支援
事業 

1）障害者相談支援事業 2010 年の法改正により、市町村には基幹相談支援
センターが設置されることとなり、相談体制の強
化がうたわれています。 

2)成年後見制度利用支援 
 事業 

判断能力に支障がある知的障がい者・精神障がい
者について、本人や親族等の請求に基づき、家庭
裁判所の審判により、成年後見人等を定める制度
の利用を支援します。 

3）地域自立支援協議会の 
 運営 

2010 年の法改正により、地域自立支援協議会の設
置が法律に明記されました。 

日常生活用具給付等事業 

重度障害者等に対し、日常生活用具を給付・貸与
するものです。日常生活用具には下記の 6種類の
用具が挙げられています。 
１）介護・訓練支援用具 
  特殊寝台・訓練いす等 
２）自立生活支援用具 
  入浴補助用具、便器、杖等 
３）在宅療養等支援用具 
  吸入器、透析液加温器等 
４）情報・意思疎通支援用具 
  携帯用会話補助装置、盲人用時計等 
５）排泄管理支援用具 
  収尿器、ストマ用装具等 
６）居宅生活動作補助用具 
  手すり取り付け・段差解消改修費等 
 

コミュニケーション支援事業 

聴覚や視覚等の障がいのある人が他の人との意
思疎通を円滑に行えるよう、手話通訳者や要約筆
記者の派遣や点訳・音訳等の支援を行ないます。 

移動支援事業 

障がいがあることにより、屋外での移動・活動が
困難な人に対し、外出時の異動を支援します。 

地域活動支援センター 
障がいのある人が、地域において自立した日常生
活が営めるよう、通所により創作的活動や生産活
動の機会を提供します。 
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６-２障害福祉サービス・地域生活支援事業の利用実績と利用見込み 

 ここでは、第 2 期計画期間中における障害福祉サービス及び地域生活支援事業の利用実績

を踏まえ、今期（第 3 期）計画期間中の利用見込みを検討します。 

 

６-２-１ 障害福祉サービスの利用実績・利用見込み 

 前回計画の利用見込値と利用実績を比較した場合、利用者数・サービス利用量ともに計画

値を下回っている項目が複数みられます。「生活介護」「行動援護」「自立訓練（機能訓練）」

「自立訓練（生活訓練）」「就労移行支援」「就労継続支援（A 型）」「療養介護」「短期

入所」「共同生活援助・共同生活介護」「施設入所支援」などでは、年度による変動はあり

ますが、計画最終年度の平成 23 年度で比較した場合、計画値に対して利用者数・利用量を

下回っています。また、「重度障害者等包括支援」「療養介護」については利用実績があり

ませんでした。 

 ただし、「居宅介護」のように利用者数はほぼ計画通りだったものの、利用量が計画を上

回っているもの、「就労継続支援（B 型）」のように利用者数・利用量ともに計画を上回っ

ている事業もあります。なお、「重度訪問介護」は計画値が 1 人であり、利用人数・利用量

ともにほぼ計画通りとなりました。 

 実績が計画を下回ったことについては、住民のニーズ量よりも計画量を大きく見込んでい

たことも考えられますが、住民アンケートや関係者ヒアリングからは障害程度区分の認定を

受けていない人の割合が一定程度みられることや、障害福祉サービスに関する情報提供を望

む声もあり、障がいのある人の地域における自立した生活を支援するために、サービスニー

ズのさらなる掘り起しを図ることが望まれます。 

 こうした状況を踏まえ、過去 3 年間のサービス利用実績等を勘案し、今計画期間中のサー

ビスニーズ量を推計します。 
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図表 4 障害福祉サービスの前回計画での実績値・計画値 

  前回計画 実績値 前回計画 計画値 

サービス種別   

H20 年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H21 年度 H22 年度 H23 年度 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

居宅介護             
【時間分】 

17 278 17 350 26 517 23 483 25 321 25 328 26 334 

重度訪問介護           
【時間分】 

1 132 1 133 1 133 1 133 1 129 1 129 1 129 

行動援護              
【時間分】 

5 146 6 131 6 136 6 138 5 274 6 329 7 384 

同行援護              
【時間分】 

- - - - - - 10 250       

重度障害者等 
包括支援   
【時間分】 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

生活介護              
【人日分】 

17 257 24 350 34 512 34 544 58 710 65 802 71 872 

自立訓練（機能訓練）  
【人日分】 

3 59 3 60 2 40 2 40 3 63 4 76 4 91 

自立訓練（生活訓練）   
【人日分】 

1 16 0 0 1 4 1 4 8 176 10 209 11 237 

就労移行支援           
【人日分】 

4 75 6 44 10 138 10 140 11 239 12 268 14 304 

就労継続支援（Ａ型）  
【人日分】 

0 0 1 19 5 73 5 75 3 55 4 87 7 142 

就労継続支援（Ｂ型）  
【人日分】 

11 161 27 402 147 737 44 748 12 269 16 362 25 543 

療養介護             
【人分】 

0   0   0   0   0  0  9 274 

短期入所              
【人日分】 

4 22 5 29 9 50 9 54 10 97 10 97 10 97 

共同生活援助          
【人分】 

0   4   4   10 
 

12  14  17  
共同生活介護           
【人分】 

0   0   0   1 
 

施設入所支援           
【人分】 

9   17   19   19   55  60  62  

※H20～H22 年度までは各年度 3 月末実績、H23 年度は実績見込み。 

※小数点以下は四捨五入している。 
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図表 5 障がい福祉サービスの見込値 

  前回計画実績値 今回計画 見込値 

サービス種別   

H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数
（
人
） 

利
用
量 

居宅介護             
【時間分】 

23 483 28 588 28 588 28 588 

重度訪問介護           
【時間分】 

1 133 2 292 2 292 2 292 

行動援護              
【時間分】 

6 138 7 189 7 189 7 189 

同行援護              
【時間分】 

10 250 10 250 10 250 10 250 

重度障害者等 
包括支援   
【時間分】 

0 0 1 ※ 1 ※ 1 ※ 

生活介護              
【人日分】 

34 544 90 1530 90 1530 90 1530 

自立訓練（機能訓練）  
【人日分】 

2 40 3 69 3 69 3 69 

自立訓練（生活訓練）   
【人日分】 

1 4 1 6 1 6 1 6 

就労移行支援           
【人日分】 

10 140 11 198 11 198 11 198 

就労継続支援（Ａ型）  
【人日分】 

5 75 7 140 7 140 7 140 

就労継続支援（Ｂ型）  
【人日分】 

44 748 54 918 54 918 54 918 

療養介護             
【人分】 

0   5   5   5   

短期入所              
【人日分】 

9 54 12 72 12 72 14 72 

共同生活援助          
【人分】 

10   12   16   15   

共同生活介護           
【人分】 

1   2   2   2   

施設入所支援           
【人分】 

19   73   69   64   

計画相談支援 
【人分】 

  9  18  27  

地域移行支援 
【人分】 

  2  2  2  

地域定着支援 
【人分】 

  1  1  1  

※H24～H26 年度までは見込値。 

※小数点以下は四捨五入している。 

※重度障害者等包括支援は過去に利用実績がないため、人口増加等を見越して 1 名の利用を

見込むが、利用量に関しては状況に応じ、適宜設定する。 
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６-２-２ 18 歳未満の児童向けサービスの利用見込み 

 児童福祉法に基づくサービスを受けていた障がい児については、法律の改正に伴い、18

歳未満については引き続き児童福祉法に基づく障がい児サービスを、18 歳以上は障害者自

立支援法に基づくサービスを、それぞれ提供することになりました。 

 また、平成 24 年 4 月より、障がい児サービスのうち、通所支援・障害児相談支援につい

ては市町村が提供主体となりました。入所支援については都道府県が主体となります。 

 このことを踏まえ、18 歳未満の児童向けサービスの利用ニーズについて、過去実績等を

勘案して、下記のように推計します。 

 

図表 6 18 歳未満の児童向けサービスの利用見込 

 

H24 年度 H25 年度 H26 年度 

利
用
者
数

（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数

（
人
） 

利
用
量 

利
用
者
数

（
人
） 

利
用
量 

放課後等 

デイサービス   

【人日分】 

20 460 21 483 23 529 

児童発達支援           

【人日分】 
18 414 17 391 15 345 

医療型 

児童発達支援   

【人日分】 

3 69 3 69 3 69 

保育所等 

訪問支援       

【人日分】 

6 24 6 24 6 24 

障害児相談支援         

【人分】 
3   8   15   
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６-２-３ 地域生活支援事業の利用実績・利用見込 

 地域生活支援事業については、相談支援事業については、「障害者相談支援事業」等につ

いては計画通りの実施個所数が確保されています。ただし、「住宅入居等支援事業」「成年

後見制度利用支援事業」については計画値が設定されていますが、利用実績はありません。 

 コミュニケーション支援事業については、「手話通訳者派遣事業」の利用実績が増加傾向

にあります。 

 「日常生活用具給付等事業」については、全体として計画値を上回っています。特に「排

泄管理支援用具」に関しては、計画値を大きく上回っています。 

 

図表 7 地域生活支援事業の前回計画での実績値・計画値（１） 

 

 

 

実

施
箇

所

数

実

利
用

者

数

延
べ

利

用
回

数

実

施
箇

所

数

実

利
用

者

数

延
べ

利

用
回

数

実

施
箇

所

数

実

利
用

者

数

延
べ

利

用
回

数

実

施
箇

所

数

実

利
用

者

数

延
べ

利

用
回

数

実

施
箇

所

数

実

利
用

者

数

延
べ

利

用
回

数

実

施
箇

所

数

実

利
用

者

数

延
べ

利

用
回

数

（１）相談支援事業（年間）

①　相談支援事業

ア　障害者相談支援事業 1 36 928 1 82 1,195 1 43 549 1 1 1

イ　地域自立支援協議会 1 1 1 1 1 1

ウ　障害児等療育支援事業

②　市町村相談支援機能強化事業 1 1 1 1 1 1

③　住宅入居等支援事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1

④　成年後見制度利用支援事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1

1 2 6 1 4 12 1 5 53 4 4 4

① 手話通訳者派遣事業 86 2 6 106 4 12 121 5 53

② 要約筆記者派遣事業 0 0 0 0 0 0 0 0 0

③ 手話通訳者設置事業 0 0 0

（３）日常生活用具給付等事業（年間）

①　介護・訓練支援用具

②　自立生活支援用具

③　在宅療養等支援用具

④　情報・意志疎通支援用具

⑤　排泄管理支援用具

⑥　居宅生活動作補助用具（住宅改修費）

14

6 7 8

246 252 258

1 1 1

1 1 1

12 13 14

214 217 220

12 13

事　　業　　名

前回計画　実績値 前回計画　計画値

２０年度 ２１年度 ２２年度

1 0 7

8 5 3

257 320 332

2 7 10

6 7 4

275 339 358

1 0 2

（２）コミュニケーション支援事業（年間）

２０年度 ２１年度 ２２年度
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 「移動支援事業」に関しては、利用者数は安定していますが、利用量に関しては年度によ

り変動があります。 

 地域活動支援センター事業に関しては、計画値に対して利用者数が低くなっています。 

 任意事業に関しては、前回計画で示された事業のほか、「芸術・文化講座開催事業」や「点

字・声の広報等発行事業」など、障がいのある人の地域参加や余暇活動を促進する事業やコ

ミュニケーション手段の確保を図る事業などが実施されています。 

 これら事業の実施状況を踏まえ、今計画期間の地域支援事業の利用量を見込みます。 

 

図表 8 地域生活支援事業の前回計画での実績値・計画値（２） 
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（４）移動支援事業（年間） 7 22 1,926 7 18 1,873 8 21 2,259 9 9 9

①　個別支援型 7 22 1,926 7 18 1,873 8 21 2,259 9 9 9

②　グループ支援型 0 0 0 0 0 0 0 0 0

③　車両移送型 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（５）地域活動支援センター事業（１日当たり） 2 11 2 11 1 34 1 34 1 34

①　基礎事業のみ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②　機能強化事業Ⅰ型 0 0 0 0 0 0 0 0 0

③　機能強化事業Ⅱ型 0 0 0 0 0 0 0 0 0

④　機能強化事業Ⅲ型 0 0 0 2 11 0 2 11 0 1 34 1 34 1 34

① 日中一時支援事業 9 12 356 6 10 240 11 16 303 7 16 7 18 8 19

② 芸術・文化講座開催等事業 0 0 0 0 0 0 1 17 475

③ 点字・声の広報等発行事業 0 0 0 0 0 0 1 24 274

④ 自動車運転免許取得・改造助成事業 1 1 1 0 0 0 1 1 1

⑤ 更生訓練費給付事業 1 1 0 0 0 1 2

前回計画　実績値 前回計画　計画値

２０年度 ２１年度 ２２年度

事　　業　　名

２０年度 ２１年度 ２２年度

（６）上記の他実施する事業（年間）
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図表 9 地域生活支援事業の直近実績値と今回計画の計画値（１） 

 

※「住宅入所等支援事業」「要約筆記者派遣事業」に関しては、今後の利用ニーズの増加を

想定し、1 事業所での実施を見込むが、実利用者数・延べ利用者数に関しては状況に応じ、

適宜設定する。 
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（１）相談支援事業（年間）

①　相談支援事業

ア　障害者相談支援事業 1 43 890 1 43 890 1 43 890 1 43 890

イ　地域自立支援協議会 1 1 1 1

ウ　障害児等療育支援事業

②　市町村相談支援機能強化事業 1 1 1 1

③　住宅入居等支援事業 0 0 0 1 ※ ※ 1 ※ ※ 1 ※ ※

④　成年後見制度利用支援事業 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 5 68 1 6 68 1 6 68 1 6 68

① 手話通訳者派遣事業 46 5 68 48 6 68 48 6 68 48 6 68

② 要約筆記者派遣事業 0 0 0 1 ※ ※ 1 ※ ※ 1 ※ ※

③ 手話通訳者設置事業 0 1 1 1

（３）日常生活用具給付等事業（年間）

①　介護・訓練支援用具

②　自立生活支援用具

③　在宅療養等支援用具

④　情報・意志疎通支援用具

⑤　排泄管理支援用具

⑥　居宅生活動作補助用具（住宅改修費）

（２）コミュニケーション支援事業（年間）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

349 349 349 349

4 4 4 4

3 3 3 3

326 326 326 326

9 9 9 9

6 6 6 6

直近実績値 今回計画　計画値

1 1 1 1

事　　業　　名
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図表 10 地域生活支援事業の直近実績値と今回計画値（２） 

 

※移動支援事業の「グループ支援型」「車両移送型」に関しては、今後の利用ニーズの増加

を想定し、1 事業所での実施を見込むが、実利用者数・延べ利用者数に関しては状況に応じ、

適宜設定する。 
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（４）移動支援事業（年間） 9 24 2,259 11 14 1,318 11 14 1,318 11 14 1,318

①　個別支援型 9 24 2,259 9 14 1,318 9 14 1,318 9 14 1,318

②　グループ支援型 0 0 0 1 ※ ※ 1 ※ ※ 1 ※ ※

③　車両移送型 0 0 0 1 ※ ※ 1 ※ ※ 1 ※ ※

（５）地域活動支援センター事業（１日当たり） 2 11 2 11 2 11 2 11

①　基礎事業のみ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②　機能強化事業Ⅰ型 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

③　機能強化事業Ⅱ型 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

④　機能強化事業Ⅲ型 2 11 0 2 11 0 2 11 0 2 11 0

① 日中一時支援事業 12 16 395 12 16 395 12 16 395 12 16 395

② 芸術・文化講座開催等事業 1 10 279 1 10 279 1 10 279 1 10 279

③ 点字・声の広報等発行事業 1 24 274 1 24 274 1 24 274 1 24 274

④ 自動車運転免許取得・改造助成事業 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 1

⑤ 更生訓練費給付事業 1 2 24 1 2 24 1 2 24 1 2 24

（６）上記の他実施する事業（年間）

２６年度２３年度 ２４年度

事業名

直近実績値 今回計画　計画値

２５年度
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６-２-４計画目標 

 国は、障がいのある人が住み慣れた地域で生活できるよう、障がい者施策の推進にあたっ

て数値目標を下記の通り定めています。本計画においても、国の基本指針等を踏まえ、後述

の通り計画目標を定めます。 

 

 

図表 11 国の基本指針等における障がい福祉計画の策定に係る目標値の基本的な考え方 

 

 

  

1.福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 平成 26 年度末時点で、平成 17 年 10 月 1 日時点の施設入所者数の 

 ・3 割以上を地域生活へ移行。 

 ・1 割以上を削減。 

 

2.福祉施設から一般就労への移行 

 ・平成 17 年度の一般就労への移行実績の 4 倍以上を基本とする。 

 

3.入院中の精神障がい者の地域生活への移行 

 ・「1 年未満入院者の平均退院率」 

  「在院期間 5 年以上かつ 65 歳以上の年間退院者数」については、 

  市町村において見込むことが難しいため、県において目標値を設定する。 
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入所施設の入所者の地域生活への移行 

○過去実績 
    

 
事    項 数  値 備   考 

 
現入所者数(A) 71  人    平成 17 年 10 月の値 

 
H23 年 3 月入所者数(B) 78  人    平成 23 年 3月における入所者数 

 

H22 削減実績値(C) -7  人  （9.8％） (A)－(B)の値 (（C)/(A)） 

新規入所者数(D) 4  人    H17.10～H23.3 月の期間の新規入所者数 

退所者数（E） 1  人    H17.10～H23.3 月の退所者数 

地域移行実績数(F) 3  人  （％） 
(E)のうち H23.3 月における地域移行者

数 

      
○今回計画目標 

    

 
事    項 数  値 備   考 

 
現入所者数(A) 71 人    平成 17 年 10 月１日の値 

 
目標年度入所者数(B) 64 人    平成 26 年度末の見込み 

 
削減見込み目標値(C) 7 人  現入所者の 10％ 

C＝A－B＝E－D （目標：現入所者の１割

以上削減） 

 
新規入所者数(D) 4 人    平成 17 年 10 月～平成 26 年度末見込 

 
退所者数（E） 11 人    平成 17 年 10 月～平成 26 年度末見込 

 
地域移行目標数(F) 8 人  現入所者の 8％ 

(E)のうち、地域移行目標者（目標：H17

年度入所者数の３割以上移行） 

 

福祉施設を退所し、一般就労した者の数 

○過去実績 
  

 

 
事 項 数  値  

 
平成 17 年度現在 0  人   

 
（実績）平成 20 年度  1  人   

 
（実績）平成 21 年度  3  人   

 
（実績）平成 22 年度  1  人   

 

 

○今回計画目標   

 

 
事 項 数  値 備考 

 
平成 17 年度の年間一般就労移行者数  0 人  

平成 17 年度において福祉施設を退所し、一般就労した者

の数 

 
目標年度における年間一般就労移行者数 3 人  

平成 26 年度において福祉施設を退所し、一般就労する者

の数 
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６-３サービス確保のための方策 

１）障がいのある人の生活実態把握・情報共有 

 本町における障がい者福祉の充実強化を図るためには、計画策定時のニーズ調査等と併せ

て、日常業務や関係機関・事業者等とのネットワークを通じて、継続的に障がいのある人の

生活実態や支援ニーズを把握し、役場内及び関係機関との情報共有を図るとともに、自立支

援協議会の場などにおいて施策の見直しや拡充について検討を重ねることが望まれます。 

 

２）障がい者支援制度の周知 

 障がい者を支援するための各種サービス・制度を確保するためには、利用者のニーズの掘

り起しが必要です。既存あるいは新規に実施するサービス・制度に関して、住民に対する周

知を強化し、支援を必要とする人が適切に支援を受けられるようにすることが重要です。 

 

３）事業者の確保 

 本町住民に対し障害福祉サービスを提供する事業所は町内外に存在しており、バス等の公

共交通機関が不便な本町においては、身近な地域でサービスを受けられる体制の整備が望ま

れます。そうした中、町内に所在する障がい福祉関連の事業所・団体は重要な地域資源をい

え、これらの団体の活動支援等を通じ、町内におけるサービス提供基盤の強化を図ることが

重要です。 

 また、新規にサービス提供を検討している事業者等についても情報収集を図り、町内にお

ける障害福祉サービスの充実に関する方策を検討します。 

 

４）障がいのある人を地域で受け入れる環境の整備 

 障がいのある人が地域の一員として参画し、安心して生活するためには、障がいに対する

住民理解の向上や地域における障がい者支援の取り組みへの参画が必要不可欠です。 

 本町においては、町社会福祉協議会において町内を６つの地域に区分し、地区ワーカーを

設置するなど地域に根差した福祉のまちづくりに取り組む動きがあります。こうした活動と

連携し、また自立支援協議会の活動などと連動して、町全体で障がいのある人を地域でい受

け入れる環境を整えていくことが期待されます。 
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６-４計画の推進 

１）計画推進に必要な財源・職員の確保 

 計画を着実に実行するためには、その裏付けとなる財政措置と関係部署における職員確保

が重要です。計画の推進を通じ、障がいのある人の地域生活への促進・生活の質の向上に向

けて、企画財政課等関係部署と調整の上、必要な予算及び職員の確保に努めます。 

 

２）人財の確保・育成 

 本計画の円滑な実施に向け、町内の障がい者の現状把握・支援ニーズへの適切な対応を推

進するために、役場内における社会福祉士等専門性の高い職員の確保及び研修等を通じた人

財の育成を図ります。 

 また、町社会福祉協議会を始め町内外の福祉団体、事業所、関係機関における人材育成・

確保の支援や、障がい者支援をはじめとする地域福祉に参画する住民ボランティアの育成等

を図り、地域ぐるみで福祉を支える基盤づくりを促進します。 

 

３）推進体制の確立 

 計画の推進にあたっては、本計画の主管課である社会福祉課を始め、保健・福祉・教育等

関係施策を所管する役場内の関係部署との連携を強化するとともに、支援を必要とする人に

ついての情報共有を推進し、より効果的な支援の充実を図ります。 

 また、町内外の福祉、保健・医療、教育関係機関との連携を密にし、情報把握と施策の迅

速な展開を図ります。加えて、国・県との連絡調整を密にし、施策の充実を図ります。 

 また、障害者自立支援法第 77 条第 1 項第 1 号に基づき、相談支援事業を始めとする地域

の障がい福祉に関するシステムづくりについて、中核的な役割を果たす定期的な協議を行な

い、ネットワークの構築を推進する中心的な機関として、八重瀬町自立支援協議会が設置さ

れています。 

 自立支援協議会においては、主な機能と活動内容について下記の項目が挙げられています。 

 ①地域支援活動報告からの困難事例や地域の現状、課題等の情報発信と情報共有。 

 ②地域の関係機関による保健・医療・福祉・労働・教育などの分野を超えたネットワーク 

  の構築推進、困難事例への対応等に関する協議・調整 

 ③地域における利用者を支える社会資源の開発、改善 

 ④相談支援事業の運営に関すること及びそのあり方等の検討 

 ⑤その他必要な活動 

 

 上記の目的を達するために、自立支援協議会では（１）個別支援会議：困難事例等につい

て関係者が随時参集して協議等を行なう、（２）実務者会議：地域の現状・課題に関する情

報共有・検討を行なう、（３）作業部会：地域課題について分野ごとに具体的解決策の協議

等を行なう、（４）全体会：地域関係者・学識経験者等によりネットワーク構築・地域課題

等について協議するほか障害福祉計画の進捗等について検討、などを行ないます。  
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図表 12 自立支援協議会の構成 
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資料編 

 

■八重瀬町障がい者計画等策定委員会設置要綱 

■八重瀬町障がい者福祉計画等策定委員会名簿 
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■八重瀬町障がい者計画等策定委員会設置要綱 

（設置） 
第１条 本町における障がい者のための施策に関する基本的な計画（以下「障がい者計画」という。）
並びに障がい福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画（以下「障
がい福祉計画」という。）の策定に関し、町民の意見を反映させるため、八重瀬町障がい者計画等策定
委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 
 
（審議事項） 
第２条 委員会の審議事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 
（１）障がい者計画及び障がい福祉計画調査、研究に関すること。 
（２）障がい者計画素案並びに障がい福祉計画素案の策定に関すること。 
（３）総合的な障がい者施策の推進に関すること。 
（４）その他目的達成に必要と認められる事項。 
 
（組織） 
第３条 委員会は別表１に掲げる委員をもって構成し、委員は町長が委嘱する。 
 
（任期） 
第４条 委員の任期は、委嘱の日から「八重瀬町障がい者計画」及び「八重瀬町障がい福祉計画」策定
終了までとする。 
２ 委員が任期途中で交代した場合の後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 
 
（委員長及び副委員長） 
第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 
２ 委員長は、委員会を代表し、会議の議長となる。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 
 
（会議） 
第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。但し、最初に招集される委員会は町長が招集する。 
２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 
３ 委員長が必要と認めたときは、会議に委員以外の者に出席を求め、その意見を聞き、又は説明を求
めることができる。 
 
（代理出席） 
第７条 委員は、やむを得ない事情により会議に出席できないときは、学識経験のある者を除いて代理
者を出席させることができる。 
２ 前項の代理者は、委員とみなす。 
 
（幹事会） 
第８条 委員会の下に幹事会を置き、委員長の指示により次の業務を行う。 
（１）第２条の審議事項の調査に関すること 
（２）委員会に提出する原案の作成に関すること 
２ 幹事会は別表２に掲げる者をもって構成する。 
３ 幹事会に幹事長を置き、八重瀬町社会福祉課長をもって充てる。 
 
（事務局） 
第９条 委員会の庶務は、社会福祉課内において処理する。 
 
（その他） 
第 10 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長が会議に諮って別
に定める。 
 
附則 
 この要綱は、公布の日から施行する。 
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別表１ 

委員 

区  分 職 名 等 

学識経験のある者 障害者福祉の知識と経験を有する者 

障害者 障害者（個人） 

障害者の福祉に関する事業に従事す

る者 

八重瀬町社会福祉協議会を代表する者 

八重瀬町身体障害者協会を代表する者 

八重瀬町手をつなぐ愛の会を代表する者 

八重瀬町民生児童委員協議会会長 

関係行政機関の職員 

八重瀬町副町長 

八重瀬町総務課長 

八重瀬町社会福祉課長 

八重瀬町児童家庭課長 

八重瀬町健康保険課長 

八重瀬町企画財政課長 

八重瀬町まちづくり計画課長 

八重瀬町土木建設課長 

八重瀬町教育委員会学校教育課長 

八重瀬町社会福祉協議会事務局長 

 

別表２ 

幹事 

職  名 

 八重瀬町社会福祉課長（幹事長） 

 八重瀬町児童家庭課長補佐 

 八重瀬町健康保険課長補佐 

 八重瀬町企画財政課長補佐 

 八重瀬町教育委員会学校教育課長補佐 

 八重瀬町土木建設課長補佐 

 八重瀬町まちづくり計画課長補佐 

 八重瀬町保健師 

 八重瀬町社会福祉協議会福祉活動専門員 

 八重瀬町社会福祉課障がい福祉担当 
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■八重瀬町障がい者福祉計画等策定委員会名簿 

 区分 氏名 職名等（機関・団体名等） 

1 福祉関係者 伊集 守晃 八重瀬町社会福祉協議会理事 

2 〃 石原 清 一般町民 

3 〃 朝妻 彰 特定非営利活動法人やえせ理事長 

4 〃 伊舎堂 守雄 八重瀬町身体障害者協会理事 

5 〃 川平 清 八重瀬町愛の会会長 

6 〃 兼城 和夫 八重瀬町民生委員児童委員協議会会長 

7 〃 石川 健 八重瀬町社会福祉協議会事務局長 

8 行政関係者 神谷 元誠 八重瀬町社会福祉課長 

9 〃 新垣 吉勝 八重瀬町児童家庭課補佐 

10 〃 金城 盛勝 八重瀬町学校教育課長補佐 

 

（幹事） 

職 名 

八重瀬町社会福祉課長（幹事長） 

八重瀬町児童家庭課長補佐 

八重瀬町健康保険課長補佐 

八重瀬町企画財政課長補佐 

八重瀬町学校教育課長補佐 

八重瀬町土木建設課長補佐 

八重瀬町まちづくり計画課長補佐 

八重瀬町保健師 

八重瀬町社会福祉協議会福祉活動専門員 

八重瀬町社会福祉課障がい福祉担当 

 

（事務局） 

職員 金城 清光 社会福祉課障がい福祉担当 行政関係者 

〃 松村 賢司 社会福祉課障がい福祉担当 行政関係者 

〃 屋宜 忍 社会福祉課障がい福祉担当 行政関係者 

〃 野原 康也 社会福祉課障がい福祉担当 行政関係者 

〃 玉那覇 正志 社会福祉課障がい福祉担当 行政関係者 
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第 2 期八重瀬町障がい者計画及び第 3 期障がい福祉計画 

 

平成 24 年７月 

 

 発行   沖縄県 八重瀬町 

    〒901-0592 沖縄県八重瀬町字具志頭 659 

    八重瀬町役場 社会福祉課 

    電話：098-998-9598     FAX：098-998-7164 

    ホームページ：http://www.town.yaese.okinawa.jp/yaese 

 

 編集協力 財団法人 沖縄県公衆衛生協会 
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